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II    参考分析資料
2-1    雇用調整指標

コンポジット・インデックスによる雇用指標については,雇用調整の動向について総合的に判断を下す材
料を提供することを目的として「昭和51年版労働白書」において初めて作成され,その後「昭和58年版労
働白書」においても試算を行っている。

今回,同様の手法を用いて雇用調整指標を作成した。
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(1)    コンポジット・インデックスの作成方法

コンポジット・インデックスは,複数の個別指標を構成指標として,以下のように各指標の月々の変化率(ま
たは差)をもとに基準年次(ここでは昭和60年)を100として作成される。

l番目(l=1,2……,m)の構成指標のt番目の月(t=1,…,N)の季節調整をX t l とし,月変化率(または差)を次式に
より求める。

数式

またはX t l が率表示の指標の場合は,

数式

月変化率(または差)を観察期間内の絶対値の平均で除すことにより規準化する。すなわち,規準化された
月変化率(または差)は,

数式

規準化された月変化率(または差)の構成指標間の単純平均値を求める。

数式
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これを再び観察期間内の絶対値で除すことにより規準化する。

数式

ここで得られたStがt番目の月のコンポジットインデックスの月変化率となり,次の要領で基準年次(ここ
では昭和60年)を100とするコンポジットインデックスを作成する。

数式

このようにして得られたコンポジット・インデックスは,各構成指標がコンポジット・インデックスに同
等の効果を及ぼすように調整されている。

(注1)雇用保険受給資格決定件数は―R t として和を求める。
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2-1    雇用調整指標
(2)    指標の算定値

雇用調整指標は,企業が短期的な景気変動に対応して行う各種の雇用調整の程度を表す指標であり,今回は,
製造業と非製造業との雇用調整の動きの違いをみるために,製造業,非製造業の各々について指標を作成し
た。雇用調整指標には雇用調整の段階を考慮し,新規求人数,所定外労働時間指数,雇用保険受給資格決定件
数の3つの個別指標(製造業,非製造業別)をそれぞれ用いた。

また,製造業,非製造業の他に,全体としての雇用調整の動向をみるために同じ指標を用いて産業計について
も試算を行った(ただし,新規求人数は,産業計にはパートタイムを含むが,製造業,非製造業には含まな
い。)。

48年7月から61年12月までの期間について試算した結果は第1表,第2表,第3表のとおりである。また,雇用
調整指標の推移を図示すると第1図,第2図のとおりである。

第1表 雇用調整指標

第2表 雇用調整指標
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第3表 雇用調整指標

第1図 雇用調整指標(製造業,非製造業)の推移
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第2図 雇用調整指標(産業計)の推移
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2-2    鉄鋼大手5社等の中期経営計画の概要

2-2 鉄鋼大手5社等の中期経営計画の概要
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2-3    失業定義の日米比較

雇用失業情勢の悪化のなかでわが国の完全失業率も昭和62年1月には過去最高の3%となったが,それでも
国際的にみて低い水準にある。このようななかでなぜわが国の失業水準が低いのかという疑問とからみ,
失業定義の国際比較への関心が高まった。

そこで以下,日米の失業の定義の相違等につき整理するとともに,アメリカ定義に調整したわが国の失業率
を試算することとする。
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(1)    失業統計の国際比較

まず各国の失業統計について調査方法,失業者の定義に分けて主な相違点を示すこととする。
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(1)    失業統計の国際比較
イ.調査方法

失業統計の調査方法は大きく,イ)サンプル調査に基づいて把握される労働力調査方式のもの,と,ロ)職業安
定機関への求職登録や失業給付等申請者をもとに把握される業務統計方式のもの,の2系統がある。

わが国やアメリカ,カナダは労働力調査方式によっているが,西ドイツ,フランス,イギリスは業務統計方式
をとっている。

なお,失業率の算定は失業者数を労働力人口で除して求めるが,西ドイツは雇用労働力人ロで除したものと
なっている(第1表)。
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(1)    失業統計の国際比較
ロ.失業者の定義

失業者の把握の方法については上記のような違いがあるが,いずれの国においても基本的には,ある一時点
をとらえて,イ)収入をともなう仕事をしていない,ロ)積極的な求職活動をしている,ハ)職があれば就業でき
る,の3条件をすべて満たしている者が失業者として定義されている。

ただし,求職活動については,労働力調査方式が職業安定所の求職登録以外の事業主への直接応募や友人等
への依頼を含むのに対して,業務統計方式は職業安定所への求職登録や失業給付の申請に限られている。

また,国によっては労働力調査方式でも求職活動期間や求職活動をしなくても失業者とする者の範囲が異
なっており,業務統計方式でも求職の内容に条件を付すものなど失業者の定義には違いがある。

第1表 各国の失業統計の定義
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例えば西ドイツでは「週20時間以上及び3か月以上の有給雇用」の求職,また,フランスでは「恒久的なフ
ルタイム雇用」の求職,と限定されている。
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(2)    失業定義の日米比較

日米についても,失業者として算定されるには,先にあげた3つの条件が満たされている必要がある。日米
で,失業の範囲で異なるのは,ロ)の「積極的な求職活動をしている者の取り扱いである。

積極的な求職活動には,公共職業安定所への申し込み,新聞や求人誌の求人広告への応募,直接事業主に申し
込む,あるいは友人に依頼すること等が含まれ,これについては日米共通であるが,「求職活動の時期」と
「求職活動の要件を要しない者」の2点に差が存在する(第2表)。

まず,「1)求職活動の時期」については,日本では「調査週のみ」であるのに対し,アメリカでは「調査週を
含め過去4週間」となっている。

また,「2)求職活動の要件を要しない者」については,日本は「(1)過去に求職活動をしてその結果を待つて
いる者」と「(2)事業開始の準備をしている者」が含まれ,アメリカでは,「(1)レイオフされて復職を待つ
ている者」,「(2)30日以内に就職することが決まっている者」,「(3)調査週を含め過去4週間以内に事業開
始の準備をした者」が含まれる。
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(2)    失業定義の日米比較
(日本の失業に「過去に行った求職活動の結果を待っている者」が含め

られていることの意味)

実際の求職活動をみると,求職の応募ないし依頼といった求職活動から就職の諾否が判明するまでには一
定の期間を要するのが通常と考えられる。

わが国の失業統計上,過去の求職活動の結果を待つている者を失業者に含めているのはこのようなことを
考慮し,応募から諾否の判明までの期間を求職活動がまだ継続しているものとみなしている。

他方,このような問題に対してアメリカは求職活動の時期を過去4週間と拡大することによって対処してい
るものと考えられる。
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(2)    失業定義の日米比較
(「レイオフ」,「就職内定者」がアメリカの失業定義に含まれている点

について)

アメリカでは,レイオフされた者や就職内定者も失業者に含めているが,調査時点におい゛ていずれも働く
意思が明確であるからというのがその理由と考えられる。

第2表 失業者の定義の日米欧比較

昭和61年 労働経済の分析



わが国においてはレイオフという制度は存在せず,この点については実際に失業者数を算定する際に日米
の失業者数の差となってあらわれてくるものではない。

わが国においてはレイオフに近いものとして「一時休業」が存在するが,「一時休業」はレイオフと異な
り雇用関係は維持されており,また,賃金も企業から支給されているので失業者に含めるのは適当ではな
い。

就職内定者については,わが国では非労働力人口に含めている。これについては求職活動をしていないこ
とを重視するか,調査時点において働く意思がありながら仕事に就いていないということを重視するかの
考え方の相違によるものといえよう。
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(2)    失業定義の日米比較
(ECの統一(失業)定義について)

ECでは1979年以降,統一した定義により失業に関する調査を実施しているが,1983年以降はアメリカの失
業の定義に近いものに改訂され実施されている。

第2表中も明らかなように,IIの2)の(2),(3)の就職内定者と事業開始の準備をしている者の取り扱いの範囲
に若干の差があるものの,ECの統一定義はアメリカの定義に非常に近いものとなっている。
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(2)    失業定義の日米比較
(失業率の算定について)

日本,アメリカ,EC統一定義上,失業率はいずれも失業者数を労働力人口で除して算出している。

そこで,次に失業率の数値に影響を与えるもう1つのファクターとして労働力人口の定義の相違点を明らか
にする。労働力人口につき日米間で差があるのは「週15時間未満の家族従業者」,「対象年齢」の2点で
ある。

このうち,「対象年齢」は日本が15歳以上,アメリカが16歳となっているが,これは義務教育年齢と関連し
ている。また,「軍人」の扱いについてはアメリカは1982年まではこれを労働力人口に含めていなかった
が,1983年以降はこれを含めており,日本と同じ扱いとなっている。
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(3)    アメリカ定義の失業率への調整

このような日米間の失業定義の差については,毎年2月(但し57年以前は3月)に実施されている総務庁統計
局「労働力調査特別調査」を用いて,わが国の失業率をアメリカの定義に調整することができる。

そこで,このような失業定義の差が実際の統計数値上,どの程度の差となってあらわれてくるのかを次に示
すこととする。

第3表 アメリカ定義の失業率への調整
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第3表は,61年2月の「労働力調査特別調査」をもとにアメリカの定義の失業率に調整した結果を図示した
ものである。

この調整方法のポイントをあらためて示すと,まず失業率算定の際の分子にあたる失業者についてはイ.求
職期間,ロ.就職内定者,ハ.過去の求職活動の結果待ちの者の取り扱いの差の餉整が必要である。

イ.求職期間については,日本定義では非労働力人口に含まれていた(F)「1か月以内に求職活動がある
者」の12万人がアメリカ定義の失業者として加わり 

ロ.就職内定者については,日本定義では同じく非労働力人口に含まれていた(G)「1か月以内の就職
内定者」20万人がアメリカ定義の失業者として加わり 

ハ.過去の求職活動の結果待ちの者については,日本定義では失業者となる(E)「過去の求職活動の結
果を待っている者のうち1か月以内に求職活動がなかった者」36万人がアメリカの定義上非労働力
人口に含められることとなる。 

次に分母にあたる労働力人田こは就業者と失業者の合算値であり,日本定義では就業者に含められる(4)
「週15時間未満家族従業者」50万人をアメリカ定義では労働力人口に含めないようにする必要がある。

このような調整を行った結果,アメリカ定義の失業者は154万人となり,失業率は2.7%となる。この時の日
本定義の失業者数は164万人,失業率は2.8%であるので大差はないということになる。 第3表(2) は同様の
調整を過去4年間につき,男女別に行った結果を示したものである。

55年についてのみ3月時点で比較しているのは,57年まで「労働力調査特別調査」が3月に実施されていた
ためである。

このように数年間をとってみても,男女計の失業者数,失業率についてはアメリカ定義に調整しても大きな
差異は生じないが,男女別にみると男子が低下し,女子が上昇するという傾向があることが読みとれる。
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(4)    失業率の国際比較とその見方

第4表はアメリカ定義,EC定義による失業率水準の国際比較を行ったものである。

厳密にはアメリカ定義とEC定義は若干差違があるが,ほとんど同じ定義となっているので日,米との比較も
ある程度までは可能と考えられる。

このように定義を揃えてみても,わが国の失業率の水準は国際的にみて低い方に位置している。

しかし,ここにあらわれた失業率の水準の評価にあたっては次の点に留意する必要がある。

すなわち各国の失業水準の比較により,その国の雇用失業情勢の良否を行うのは適切でないということで
ある。

それは1つには景気変動にともなって変動する失業の幅も雇用慣行等により国によって異なっているとい
うことである。

わが国では景気が停滞しても解雇をできる限り避けようとする雇用慣行があるが,例えばアメリカ等では
わが国に比べ容易にレイオフ等解雇という雇用調整手段を用いている。そのためにわが国では労働時間
での調整が大きな役割を果たしており,また,不況が深化する過程で過剰雇用を抱えることになる。さらに,
過剰雇用が抱えきれなくなった場合であっても失業を経由しない配置転換,出向,企業による再就職斡旋と
いった形で労働力の需給調整がなされることが多くなっている。

一方,欧州諸国においては,石油危機や国際競争の激化にともなって発生した失業が構造失業化して累積し
ていったために,それが失業率の急上昇をもたらしたとみられているが,わが国の場合は以上のような雇用
維持のための努力があったことから,欧州のような失業率の急上昇という事態を避けることができたこと
も,わが国の失業率水準を低くしている要因となっている。

このほか,自発的労働移動が少ないこと,自営業主,家族従業者の比率が高いこと等もわが国の失業率が国際
的にみて低くなっている理由としてあげられる。

第4表 失業率の国際比較
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2-4    過剰雇用の推計

生産活動の停滞とともに,雇用調整の進展がみられ,これにともない,各種調査上,雇用を過剰とする企業(事
業所)割合の高まりがみられた。この「過剰雇用」を量的に推計する試みが各方面で行われた。主な推計
値および推計方法を以下にとりまとめた。

1) 推計値

推計値
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2) 推計方法

1) 「昭和62年版労働白書」での推計

推計方法については本文第1-(1)-12図の(注)を参照。

第1表 推計結果
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計測式の結果は第1表のとおり。なお,60年1～3月期から61年10～12月期までの各業種の過剰雇用率の推
計値(製造業については過剰雇用者数も推計)は第2表のとおり。

第2表 製造業における過剰雇用の推計値
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2) 野村総合研究所の推計

まず,以下のようなコブ=ダグラス型生産関数を推計する(推定に際してはリッジ回帰を使用)。

数式

上式に適正稼働率P ＊ ,適正労働時間h ＊ およびKとQの実績値を代入し,必要雇用量L ＊ が得られる。但
し,P ＊ は45年1～3月期から61年7～9月期までの平均稼働率,h * は54年1～3月期以降のhにトレンドをあ
てはめた上で計算。また,製造業資本ストックは61年4～6月期以降61年1～3月期と同額だけ毎期増加する
と仮定。
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余剰雇用量=L-L ＊ として求まる(常用雇用指数ベース)。これに「毎月勤労統計調査」の製造業常用雇用
者数(60年基準値の数値)を乗じて過剰雇用者数を求める。

なお,62年末の過剰雇用については,61年10～12月期以降の製造業常用雇用指数を以下の式により予測し
て求めた(61年10～12月以降のP,Q,Wについては野村総合研究所の推計値)。

数式

3) 経済企画庁の推計

過剰雇用量は過去に実現した最高の労働生産性の下で必要な労働投入量と実際の雇用量との差とした(過
剰雇用者数は30人以上を常用雇用する事業所ベース)。製造業計の過剰雇用者数は製造業各業種の過剰雇
用者数の合計である。推計方法は次のとおり。

数式

4) 国民経済研究協会の推計

賃金=労働の限界的な生産性となる雇用量を最適水準として過剰雇用を推計する。

つぎのようなコブ=ダグラス型生産関数を企業レベルのクロスセクションデータに基づいて推計する。

l n (V/L)=α 0 +α 1 l n (K/L)
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V:付加価値額 K:資本 L:労働

ここで得られた係数推定値α ^ 1 と

数式

という関係から,労働の限界的な生産性(∂V/∂L)の値を求め,実際の賃金率との乖離を過剰雇用率とする。

推定結果は次式のとおり。

数式

データは東証一部上場企業からランダムに選んだ60社(61年12月までの最新決算期の数字)。

V:付加価値額,K:有形固定資産価値額,L:従業員数

なお,過剰雇用率を求めるためのデータとして,(V/L)は日本銀行「主要企業経営分析」(昭和60年度)を採用
し,賃金水準は労働省政策調査部(編)『賃金,労働時間制度と労働費用の実態―賃金労働時間制度等総合調
査,昭和60年版』(財)労働法令協会(61年3月)の数値をもとに推計した。

4) 大和証券経済研究所の推計

適正な労働分配率を,最近時での利益率がピークの59年度の労働分配率とする。データは有価証券報告書
の数値を用いた。製造業計の余剰人員は製造業各業種の余剰人員の合計。推計方法は次のとおり。

適正人員=直近期(60年5月～61年6月までの決算期)の付加価値額×59年度の労働分配率/直近期(60年5月
～61年6月までの決算期)の1人当たり人件費

余剰率(%)=(現実人員/適正人員－1)×100

5) ダイヤモンド社の推計

適正は労働分配率を50%と仮定し,データは有価証券報告書の数値を用いた。

推計方法は次のとおり。

余剰率(%)=労働分配率(%)－50(%)/労働分配率(%)×100

労働分配率の数値は61年3月までの最新決算期の数値。

6) 三和総合研究所の推計

61年4～6月期において,1年前の売上高人件費比率を適正とする。データは「法人企業統計季報」の数値
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を用いた。61年4～6月期の売上高人件費比率の対前年同期上昇分1.4%ポイントを金額ベースに置き換え
ると,9600億円となり,これは約90万人分の人件費に相当する。仮に企業が収益確保のため前年並みの人件
費率を維持する場合90万人の雇用調整が必要となる。推計方法は次のとおり。

雇用調整量=61年4～6月期の売上高×(61年4～6月期の売上高人件費比率-60年4～6月期の売上高人件費
比率)/61年4～6月期の1人当たり人件費

7) 東京銀行の推計

適正労働分配率を「企業短期経済観測調査」の雇用人員判断D.I(全国企業)が低水準であった,59～60年の
「法人企業統計季報」の労働分配率の平均値0.74とする。推計方法は次のとおり。

過剰雇用者数=61年下半期の現実の雇用者数×(1－59～60年の労働分配率/61年下半期の労働分配率)

61年下半期の現実の雇用者数は「労働力調査」の製造業雇用者数1,228万人

61年下半期の現実の労働分配率は「法人企業統計季報」の労働分配率0.81

なお,わが国は終身雇用制度のもとて不況期においても企業はできる限り解雇を避けようとするが,過剰雇
用の上昇が続けば,企業内に抱えきれなくなった過剰人員の一部は企業外に排出され,失業者として顕在化,
失業率の上昇につながることにもなろう。

第1図は先に推計した製造業過剰雇用率と完全失業率の推移を示したものであるが,両者はよく似た動きを
しており,過剰雇用率の変動の後を追う形で完全失業率も変動している。

このように,完全失業率と過剰雇用率の間には密接な関係があることが推測されるが,両者の関係を最小二
乗法で推計すると以下の式が得られる。

数式

第1図 製造業過剰雇用率(推計),完全失業率の推移
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-5    円高の産業別就業者への影響

本文第11部第1章の(1)では,円レートが10%上昇してから2年後の各産業の就業者に及ぼす影響について推
計を示した。

第1表は本文中に示さなかった産業,業種を含め上記推計結果の全体を示したものである。

第1表 円高の就業者への影響
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-6    労働移動マトリックスの推計

本文第11部第1章の(2)において,昭和57年の総務庁統計局「就業構造基本調査」の産業間労働移動マト
リックスおよび職業間労働移動マトリックスをもとに61～68年における産業間労働移動量,職業間労働移
動量の推計を行った。その推計方法は次のとおりである。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和61年 労働経済の分析



  

昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-6    労働移動マトリックスの推計
(1)    昭和68年の産業別就業者数の推計

68年の産業別就業者数は経済企画庁総合計画局(以下計画局と略す。)の推計値を用いた(第1表)。ただし
計画局の推計では,飲食店はサービス業に含まれているため,61年の総務庁統計局「労働力調査」の飲食店
就業者数に計画局推計による61～68年のサービス業の増減率を乗じて,68年の飲食店就業者数とし,サービ
ス業就業者数は計画局推計のサービス業就業者数からこの飲食店就業者数を引いて求めた。
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-6    労働移動マトリックスの推計
(2)    昭和68年の職業別就業者数の推計

総務庁統計局「国勢調査」の55年と60年の産業別職業構成比率を延長推計し(各産業ごとに職業構成比率
が61～68年にかけて55～60年の変化率で変化したとする。),68年の産業別職業構成比率を求める。つぎ
に(1)で求めた68年の産業別就業者数にこの産業別職業構成比率を乗じて68年の職業別就業者数を推計し
た。
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-6    労働移動マトリックスの推計
(3)    昭和62～67年の産業別就業者数,職業別就業者数の推計

62～67年の産業別就業者数は61年から68年まで各産業ごとに就業者数が定率で変化したとして求め
た。62～67年の職業別就業者数も同様にして求めた。
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-6    労働移動マトリックスの推計
(4)    昭和62～68年の15歳以上人口の推計

厚生省「日本の将来推計人口」(61年12月推計)の15歳以上人口(中位推計値)の61～68年の年平均増減率
を「労働力調査」の61年の15歳以上人口に乗じて,62～68年の15歳以上人口を求めた。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和61年 労働経済の分析



  

昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-6    労働移動マトリックスの推計
(5)    労働移動マトリックスの推計

産業間労働移動マトリックスの推計方法は次のとおり(職業間労働移動マトリックスも推計方法は同様)。
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以上の計算により求めた昭和68年時点における労働移動パターン別の産業別および職業別就業構造および昭和61～
68年の産業間,職業間の労働移動量の累計および推移確率マトリックスを第2表～第7表に示した。
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第1表 経済企画庁総合計画局推計による産業別就業構造の展望

第2表 産業別就業構造

第3表 職業別就業構造
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第4表 産業間労働移動マトリックス(昭和61～68年累計)
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第5表 職業間労働移動マトリックス(昭和61～68年累計)
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第6表 産業間労働移動推移確率マトリックス
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第7表 職業間労働移動推移確率マトリックス
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以上の試算結果等から導かれる結論は以下のとおりである。

1) まず試算の前提においた経済企画庁総合計画局の推計によれば,経済構造調整過程がほぼ終息するとみられ
る昭和68年の就業構造は,第3次産業化が一層の進展をみせ,特にサービス業で就業者が大きく増加することが期
待される。

しかし,その一方で,製造業の就業者数は61年の1444万人から68年には1395万人へとこの間49万人もの減少が
見込まれる。 

2) また,この推計をもとに労働省労働経済課で別途推計した68年の職業構成は,専門的,技術的職業従事者が61～
68年にかけて,362万人,67%の大幅増加となり,それに事務従事者の264万人,26%増が続いている。他方,技能
工・生産工程作業者および労務作業者は125万人,7%の減少となるほか,販売従事者が118万人の減少,農林漁業
作業者も53万人の減少が見込まれる。 

3) 以上のような産業別および職業別の就業者数の変化をもたらす構造調整型の労働移動パターンは,57～60年
型,61年型の労働移動パターンに比べ,製造業が減少,サービス業が増加,技能工・生産工程作業者および労務作業
者,販売従事者が減少,専門的,技術的職業従事者,事務従事者が増加する。 

4) 産業間の労働移動も構造調整型は第3次産業化を促すように進み,そのうちでも特に製造業からサービス業へ,
卸売・小売業,飲食店からサービス業への移動が増加するパターンとなる。前者は57～60年型で62万人,61年型
で56万人,後者は57～60年型で68万人,61年型で65万人であったのが調整型で前者が72万人,後者が85万人と大
きな移動となる。

他方,製造業は調整型では62万人の流出超過と57～60年型が13万人の流入超過,61年型が50万人の流出超過であ
るのとは異なっている。 

5) 職業間労働移動についてみると,例えば今後減少が見込まれる技能工・生産工程作業者および労務作業者は
構造調整下において,57～60年型,61年型の労働移動パターンよりも職種内容が離れている事務従事者,専門的・
技術的職業従事者への転職の増加が見込まれる。 
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-7    海外直接投資が雇用に及ぼす効果に関する最近の推計例

第1表 海外直接投資が国内雇用に及ぼす効果に関する最近の推計例
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海外直接投資の国内雇用機会喪失効果については多くの推計が行われているが,最近の主要研究における
推計結果をまとめると第1表のようになる。
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昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-8    海外直接投資による将来の雇用機会喪失効果の推計方法

海外直接投資およびその加速によって,将来,国内の雇用機会がどのような影響を受けるか予測することは,
様々な不確定要因もあって非常に困難である。

以下では,本文の推計方法である輸出代替弾性値に基づく方法を紹介する。

(1) 推計方法の概要

まず,海外直接投資によってわが国からの輸出がどの程度代替されるかという輸出代替弾性値を最小二乗
法によって測定する。つぎに,投資(または投資の加速)がなかったならばという仮説的状態における海外
直接投資額累計を推定し,とれを弾性値を求めた推計式に代入することによって仮説的状態における輸出
額を求める。この仮説的輸出額と投資(または投資の加速)があった場合に予想される輸出額との差を求め
て,これを生産に対する海外直接投資(または加速)の一次効果とする。さらに産業連関表を用いて,他の経
済部門への波及効果をも含む生産に対する最終効果を求める。これに生産性の上昇分をディスカウント
した将来の労働力投入係数を乗じて,海外直接投資が雇用に及ぼす効果を求めるわけである。

(2) 輸出代替弾性値の測定

輸出代替弾性値の測定方法は以下のとおりである( 第1表 )。なお,ここで推計された輸出代替弾性値は,狭
義の輸出代替効果のみでなく,部品輸出効果のかなりの部分を捕捉していることに注意されたい。つまり,
業種分類を製造業の中分類程度の大きなものにしているため,部品製造業もそのかなりの部分が同一産業
に分類されるからである。

数式

第1表 輸出代替弾性値の推計
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(3) 弾性値を基礎とした予測

以上のようにして測定された弾性値を基礎にして,10年後の雇用機会喪失効果を推計すると次のようにな
る。

(推計の対象)

昭和61年度から70年度までに行われると予想される海外直接投資(およびその加速)による効果のうち,輸
出代替・部品輸出効果,逆輸入(ブーメラン)効果を通商産業省「海外投資総覧」のデータをベースにして
推計する。なお,10年間に行われた投資全体の効果(投資累積効果)および過去10年間(51年度から60年度ま
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で)の投資額を上回った加速部分のみの効果(投資加速効果)のそれぞれを推計する。投資累計効果と投資
加速効果の概念を図示するとつぎのようになる。

投資累計額

(推計の前提となる仮定)

61年度から70年度まで,海外直接投資額(ストックベース)は年率14%で増加するものと仮定する。これは
産業構造審議会の報告に提示されている通商産業省のアンケート調査(61年9月)の結果と同じ値である。
また,現地企業からわが国への逆輸入額も年率14%で増加するものと仮定する(つまり,逆輸入比率を一定
と仮定する)。

投資累計効果
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(投資加速効果)

上のOBをOC′でおきかえる以外は投資累積効果に同じ。

(4) 推計結果については本文1-(3)-9図(および参考資料中本文図表基礎資料)を参照
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2-9    地域の産業連関分析

地域産業連関表(55年版)を就業版に変えるため,国勢調査と産業連関表を使って,9地域×25産業分につい
ての就業誘発係数を求める。この就業誘発係数の対角行列に逆行列表と最終需要(最終需要全体,輸出,家計
消費,固定資本形成)をかけて,それぞれの地域の各最終需要が誘発する就業者を算出し,これを整理する。

これによって,地域・産業別に誘発就業者の自地域依存度(自地域の需要により誘発された就業者の全就業
者に対する割合)をみると

1) 都市圏では関東(80.9%)が高い。地方圏では北海道(78.2%),沖縄(84.8%)が高くなっている。一方,
地方圏においても,東北や四国は都市圏(関東,中部,近畿)の需要による依存度が高い。 

2) 産業別にみると,いずれの地域でも第3次産業の自地域依存度は第2次産業の自地域依存度よりも
高い。 

3) 建設業就業者の自地域依存度はほぼ100%である。 

4) 第2次就業者の自地域依存度をみると関東(74.8%)も高いが,北海道(78.8%),九州(73.3%)といった
地方圏での高さが目立っている。

等が指摘できる。 

第1表 地域,産業別の誘発就業者の自地域依存度

昭和61年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和61年 労働経済の分析



  

昭和61年労働経済の分析 参考資料
II    参考分析資料
2-10    賃金の国際比較

賃金水準の国際比較にあたっては各国の公表値は調査対象となる事業所の規模,労働者の種類およびベー
スとなる労働時間の基準(実労働時間当たり賃金,支払い労働時間当たり賃金)がそれぞれ異なっているう
え,賃金の内容に関しても現金給与総額である場合や,超過勤務手当を含まない場合等まちまちであり,これ
らの点に留意して取り扱う必要がある( 参考表 )。

こうした諸点を考慮して,賃金定義に関しては現金給与総額として,事業所規模は全規模から10人以上規模,
労働者はフルタイムおよびパートタイムの製造業生産労働者として賃金水準を推計し,国際比較を行っ
た。

年間賃金総額に関しては,上記のようにして求めた実労働時間当たり賃金に,年間実労働時間(推計値,韓国,
台湾は公表値)を乗じて算出した。

賃金の国際比較―製造業生産労働者,推計値―
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参考表 各国公表値による賃金定義一製造業生産労働者―
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調整後の賃金定義
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2-11    アメリカ,フランスの労働移動

労働移動に関する公的な調査結果の入手可能なアメリカとフランスについてその状況を紹介する。

〔アメリカ〕

全労働者に対する職業間移動に関して比較的長期にわたる資料が得られる。これをみると1)転職率(1年前
と異なる職業での就業者÷両年の調査時点においてともに就業していた者×100)は年齢階層によって明
確に異なること。2)近年では女子の転職率が男子の転職率を上回っていること,がわかる (第1表) 。

つぎに,産業構造の転換にともなう離職者に関する労働移動についての調査が1984年1月に実施されてい
る。ここで,産業構造の転換にともなう離職者とは1979年1月から84年1月までの期間内に離職した20歳以
上の労働者のうち離職理由が企業倒産,工場閉鎖,移転,レイオフの後再雇用されていない,役職の廃止,不況
による需要減による者で,前職の勤続年数が3年以上の労働者と定義されている。この調査による
と,1)1979年1月から84年1月にかけて上述の事業主側都合による離職者は1,150万人であり,そのうち在職
期間が3年以上であって産業構造の転換による離職者と定義されるのは509万人であった。2)産業別には
製造業離職者が約半数で,職業別には組立て工,単純労働者といった低技能労働者が36%を占めてい
た。3)509万人の離職者のうち,310万人は1984年1月時点で再就業していた。130万人は失業しており,70
万人は非労働力化していた (第2表) 。

〔フランス〕

フランスでは1979年3月から1980年3月にかけて産業および企業間の労働移動等に関する調査が行われて
いる。

この結果をみると,1)サービス業,卸売・小売業で労働移動が大きく,製造業関連業種・運輸・通信業で労働
移動が小さい (第3表) 。2)製造業関連業種,運輸・通信業への入職者は他産業からの入職者の割合が高い
が,サービス業,卸売・小売業では失業者からの入職者の割合が高いといった特徴がうかがわれる (第4表)
。

第1表 年齢階層別にみた転職率の推移
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第2表 産業構造の転換にともなう離職者の産業別,従業上の地位別雇用状況
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第3表 フランス,1979年3月から80年3月にかけての産業間労働移動状況
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第4表 フランス,産業別入職者の入職前就業状態別構成比
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3-1    産業連関表による物価分析

1 産業連関表による物価分析は,産業連関表を列方向に読むことによって,

P=A'・P+v

P:物価(列ベクトル)

A':投入係数行列の転置行列

v:付加価値率(列ベクトル)

とみなすことができるところから,物価に関連する様々のインパクトがどのような産業部門(品目)の
物価にどのような影響を与え,また,全体としての物価水準にどのような影響を与えるのかを,おおま
かな傾向として把握しようとするときに使われる手法である。 

2 円高や原油安の消費者物価への影響を産業連関表(55年表)により分析するため,

○円高(輸入物価の一律的な値下がり)i〔MA{I-(I-M)A} -1 〕w

○原油安i〔MA 0 {I-(I-M)A} -1 〕w

から,1%の円高または原油安による理論的な消費者物価の低下率(以下弾力性という。)を求めた。
結果は,

円高の弾力性 -0.145249%

原油安の弾力性 -0.069582%

であった。これに実際の円高または原油の輸入単価(ドル/バーレル)の55年平均値に対する増減率を
乗じて,消費者物価の理論値を試算した。

なお,

i:要素がすべて1の行ベクトル

M:輸入係数対角行列

A:投入係数行列(生産者価格評価表に基づくもの)

Ao:原油投入係数行列

1:単位行列

w:消費者物価指数ウェイト列ベクトル 
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3 上記の方法には,次のような前提があり,したがってこれらに十分留意する必要がある。

1) 分析が生産者価格評価表に基礎をおいているので,原則として流通経費(商業マージンと貨物
運賃)は零とみなしていること。 

2) 円高と原油安の弾力性の単純な和であるため,両者の交絡的な効果が考慮されていないこ
と。 

3) 55年の産業構造を前提としていること。 

1) 円高や原油安の効果が即時に全面的に波及すること。 

5) 需給条件の変化,人件費の上昇等その他の物価に影響を与えうる諸要因は考慮されていない
こと。 

4 これらの諸前提を少しでも緩和するために,次のような修正を試みた。

(1)流通経費の考慮流通経費を含めるため,単純に各産業部門の流通経費(S)には変化がないと仮
定して,試算することとした。いま,上記2による価格理論値がPからP′へと変動した場合には,
価格は,(P+S)から(P"+S)へ変動したと考えるのである。

数式

この場合の修正乗数としては,各産業部門に対する民間消費支出の購入者価格に対する生産者
価格の比率を用いた。

上記の修正乗数を乗じて弾力性を試算しなおすと,次のとおりの結果となった。

円高の弾力性 -0.103643%

原油安の弾力性 -0.046304% 

(2)円高と原油安の交絡的効果への配慮原油の円価格(P),同ドル価格(p)およびドル建て円為替
レート(R)の間には,次の関係がある。

数式

となる。そこで,交絡的効果をすべて原油安に係るものとして,原油安についての弾力性を乗じ
る変化率をのみでなく(十)として試算を試みた。 
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5 まとめ

以上の理論値およびその修正値を実績値と併せて図示したのが,第1図である。上記4の(1)に係る修
正を加えたものが「修正理論値I」であり,これにさらに同(2)の修正を加えたのが「修正理論値II」で
ある。当然のことながら,修正理論値は理論値を縦方向に上方移動したような形となっており,実績
との乖離も小さくなっている。 

第1図 産業連関表による円高,原油安の影響による消費者物価指数の理論値の動き
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3-2    転職にともなう賃金変動

ここでは,標準的な労働者と,中途採用者との双方について「賃金構造基本統計調査」によってモデル的な
賃金カーブを設定し,製造業で働いていた者が転職した場合,平均的にはどの程度生涯賃金が低下すること
になるかを試算してみた。試算の賃金カーブは,現時点のものを使用し,インフレ率,賃金上昇率をともに零
とした。なお,生涯賃金の推計は以下の手順で行った。

1) 産業別など各属性ごとに年齢別所定内給与の推計式を作成した。この推計式は,「賃金構造基本
統計調査」より,年齢,年齢の2乗,勤続年数及び勤続年数の2乗を説明変数としたものである。 

2) 所定外給与は,各属性ごとに年齢階級別所定外時間に所定外労働に対する賃金単価を乗じて,推計
した。 

3) 特別給与および退職金は所定内給与に対する支給月数を乗じて推計した。 

4) 1),2),3)により推計した年齢別所定内給与,所定外給与,特別給与を18歳(大卒は22歳)から60歳定年
まで勤続したと仮定し積み上げ,これに退職金を合わせたものを生涯賃金とした。 

5) 中途採用者の生涯賃金も1)～4)の方法に準じたが,就業期間を中途採用時の年齢から60歳定年ま
でとし,退職金も勤続期間別の支給月数を乗じて推計した。 

まず,転職時における産業別採用賃金を年齢別に製造業の標準労働者モデル賃金と比べてみると,製造業,卸
売・小売業,飲食店,サービス業のいずれも若年時はほとんど格差はないが,加齢とともに大きく乖離し,40
歳では20～30%の賃金低下となる (第1表) 。

生涯賃金は転職しない場合で,高卒2億円～2億1,000万円,大卒2億4,000万円～2億6,000万円であり,高卒で
は卸売・小売業,飲食店が,大卒ではサービス業が高い。規模別には,大規模ほど高い (第2表) 。

第1表 産業間における中途採用年齢別賃金格差
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第2表 産業別,学歴別,規模別生涯賃金

つぎに,転職した場合は収入面だけからみると,若い時に転職するほど有利で,製造業にとどまるよりサービ
ス業や卸売・小売業,飲食店に転職した方が望ましくなっている。生涯賃金がもっとも低くなるのは45歳
転職のケースで,転職しない場合の1割程度の減少となり,サービス業へ移る場合は1,700万円,卸売・小売
業,飲食店へ移る場合は2,200万円の損失となる。サービス業へ移る大卒の場合は,それほど大きな損失は
生じないが,高卒では40歳転職がもっとも条件が悪く3,300万円程度の損失となる。平均的なケースでもか
なりの減少をもたらす (第3表) 。

第3表 転職年齢別の生涯賃金
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3-3    勤労者福祉総合指標の試算結果
(1)    指標体系および指標の作成方法

勤労者福祉総合指標は,本文で試算した勤労者生活の改善状況を中心とした勤労者生活指標と異なり,勤労
者福祉に係わるより幅広い要因を総合的に評価するため,「昭和46年版労働白書」で初めて試算し,47年
版,51年版,60年版の白書においても引き続き試算結果をとりまとめているものである。

勤労者福祉総合指標の指標体系を簡単にまとめると,第1表のとおりである。

個別指標の総合化に当たっては,まず,各指標の原系列を昭和55年を100として指数化し,次に各カテゴリー
の量的尺度,質的尺度について幾何平均を求め,両尺度の幾何平均を各カテゴリーの指数値とした。さらに,
各カテゴリーの指数を幾何平均することにより基幹指標の指数を求め,これを幾何平均したものを総合値
とした。なお,原系列指標の低下が改善をあらわすものについては,逆数をとって指数化した。また,個別指
標については,資料上の制約等から変更したものがある。

第1表 勤労者福祉総合指標の体系
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3-3    勤労者福祉総合指標の試算結果
(2)    試算結果

第2表 勤労者福祉総合指標の推移
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II    参考分析資料
3-3    勤労者福祉総合指標の試算結果
(3)    個別指標の資料出所と算出方法

「昭和60年版労働白書参考資料」参照。
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3-4    貯蓄物価指数の推計

本文では,勤労者世帯における貯蓄物価上昇率を推計したが,ここでは,1)年間所得が200～300万円,400～
500万円,500～700万円のものの所得階層別の貯蓄物価指数を推計した。また,2)12大都市とその他の郡市
についても推計した (第1表) 。なお,推計方法は本文,第2-(2)-31図(注)および付注6参照のこと。また,試算
に当たって,使用した住宅取得物価は 第2表 のとおりである。

第1表 属性別貯蓄物価上昇率

第2表 住宅取得物価指数
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